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要旨：鉄筋コンクリート造梁に対するスラブ有効幅は，現在，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 2010」

に示された手法を用いることが多いが，この算定精度を検討した研究は少なく，その精度は明確となってい

ない。そこで，スラブが付いた十字型モデルの FEM 解析を行い，その算定精度を検討した。その結果，計算

による十字型モデルの架構剛性は FEM 解析結果とほぼ対応するが，概して計算結果の方がやや小さくなるこ

とが分かった。そこで，新たなスラブ有効幅の検討を行った。その算定法を用いた架構剛性は，FEM 解析結

果と良好に対応することが確認できた。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート造梁に対するスラブ有効幅は，現在，

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 2010」1)（以

下，RC 規準と称す）に示された手法を用いることが多い

が，この算定精度を検討した研究は少なく，その精度は

明確となっていない。また，スラブ有効幅算定方法に関

する研究として，畑中 2)，鈴木らの研究 3)~6)があるが，彼

らは接合部を剛域置換する場合の算定方法も検討してお

り架構剛性がスラブ有効幅と接合部剛域長のどちらで決

定しているのか明確ではない。また，この剛域長はスラ

ブの影響を受けるものと思われるが，それに関する検討

はされていない。そこで，剛域長を RC 規準によって定

まる値で固定し，FEM 解析結果を用いて RC 規準に示さ

れた方法によるスラブ有効幅の妥当性を検討し，さらに，

新たな手法で妥当な架構剛性を表せるスラブ有効幅算定

方法を考案することにした。 

 

2. RC 規準の方法 

2.1 スラブ有効幅の定義 

 RC 規準に示されたスラブ有効幅算定方法は，東らの

研究成果 7),8)に基づいている。図－11）（x方向を紙面直交

方向，ｙ方向を水平方向とする）のように梁断面に曲げ

モーメント（水平軸回り，スラブ上端が引張側）が作用

すると，梁及びスラブ上端に紙面直交方向の垂直応力度

σxが生じる。これは，スラブ位置では，梁間中央に向か

って漸次減少する。この際，梁側面からスラブ中央まで

の紙面直交方向の σxを集計し，その集計結果とその応力

度を梁上端応力度 σ0 とした場合に面積等価となるスラ

ブ幅 baを算定している。すなわち，エネルギー等価とな

るようにスラブ協力幅を定めている。これを式で表せば

式(1)となる。 
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2.2 スラブ有効幅の算定法 

 応力算定時の T 形梁のスラブ有効幅は，スパンに沿っ

て変化する。また，梁の支持条件，梁の荷重分布，板部

の辺長比などの様々な条件によって異なる。東らは，理

論的解析によって，それらに対応した有効幅を求め，そ

の結果にフィッティングする簡略式を誘導している。そ

の内，ラーメン架構の梁への適用式を式(2)に示す。 
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 上式中，aは並列 T 形断面部材では材の側面から隣の

材の側面までの距離，単独 T 形断面部材ではその片側フ

ランジ幅の 2 倍，l は骨組みまたは連続梁のスパン長さ

である。 

 したがって，T 形梁の有効幅 Bは梁幅 bと協力幅 baを

用いて式(3)で表される。 
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図－1 σxの分布と有効幅 
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3. FEM 解析 

3.1 解析モデルと解析諸元 

 FEM 解析に用いたプログラムは「FINAL」である。解

析モデル例を図－2 に示す。コンクリートは六面体要素

としてモデル化した。鉄筋は配していない。材軸方向端

部の梁幅内全節点をローラー支持，柱脚をピン支持とし

て柱頭に水平荷重を加え，弾性解析を行った。解析共通

諸元を表－1 に，解析諸元一覧を表－2 に示す。解析は，

スラブ厚，梁せい，柱の幅とせい，直交梁の有無をパラ

メーターとして，全 16 ケース行った。梁・スラブ材端の

ローラー位置に関しては，3.2 項の検討結果より定めた。 

3.2 梁・スラブ材端部ローラー位置の検討 

 ここでは，梁・スラブ材端部のローラー位置の検討結

果を記す。解析ケース 1 において，材端部ローラー位置

を梁幅内とした場合とスラブ全幅とした場合の柱頭部の

水平力～水平変位関係を図－3に示す。 

 図より，材端部ローラー位置による架構水平剛性の差

異は小さいことが分かる。よって，今回は端部ローラー

位置を梁幅内とした。 

3.3 RC 規準のスラブ有効幅の検証 

 柱頭に水平荷重 Pcが作用する際の，柱の水平変位の算

定法を示す。せん断弾性係数 G，梁端部に生じると仮定

した鉛直方向の外力 Pbは，式(4)，(5)で表される。 
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上式中，H は柱の高さ，Lbは梁スパン長，ν はポアソ

ン比，Eはヤング係数である。 

 

 

 

 

 

 

※解析ケースの奇数番号が直交梁有り，偶数番号が直交梁無し 

 次に，柱・梁の曲げ変形 δcb，δbb，柱・梁のせん断変形

δcs，δbsは，式(6)～(9)で表される。 
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上式中，Ic，Ib は，柱・梁の断面二次モーメント，Ac，

Abは柱・梁の断面積，Dc，Dbは，柱・梁のせい，H0は内

法高さ，L0は内法長さであり，式(8)中，エネルギー法に

よるせん断に対する形状係数は κc=1.2 を用いた。式(9)中，

T 形梁の κbは，大久保の算定法 9)を用いて算出した。架

構水平剛性は，柱の Pcを水平変位 δcs，δcbの和で除すこ

とにより算定される。 

柱・梁の可撓長さについては，式(6)～(9)に示すように，

各材長に各部材せいの 1／4 を加算した値としている。

これにより，図－4 に示すように，接合部の残りの領域

は剛域としている。この妥当性を検証するため，解析ケ

ース 1 においてスラブがない場合の解析を行い，可撓長

さを部材長+部材せい×1／4 と部材長とした場合の計算

結果との比較を行った。図－5 にその結果を示す。同図

から，可撓長さを部材長とした場合の架構水平剛性は

FEM 解析結果よりも大きく，部材せいの 1／4 を考慮し

た計算結果は FEM 解析結果よりもやや低い架構剛性と

なったが，その差は僅かであった。この結果から可撓長

さに部材せいの 1／4 を加算することにした。 

 計算と FEM 解析による柱の水平力～頭部水平変位関

係の比較を図－6 に示す。各図には，スラブを考慮して

いない計算結果も示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析 

ケース 

スラブ厚 

（mm） 

梁せい 

（mm） 

柱の幅とせい 

（mm） 

1，2 

150 

700 
600×600 

3，4 1000×1000 

5，6 
1000 

600×600 

7，8 1000×1000 

9，10 

250 

700 
600×600 

11，12 1000×1000 

13，14 
1000 

600×600 

15，16 1000×1000 

加力 

図－2 解析モデル図 

表－1 解析共通諸元 

階高

（mm） 

スパン長 

（mm） 

コンクリートの圧縮強度

（N/mm2） 

ヤング係数

（N/mm2）

2500 5500 30 2.44×104 

表－2 解析諸元一覧 

緑の要素はヤング係数 E＝2.44×104（N/mm2） 

茶色の要素のヤング係数は緑の要素の

10 倍の E＝2.44×105（N/mm2） 
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 これらの図から，スラブを考慮していない計算結果は

FEM 解析結果よりも剛性が低く，スラブの効果を加算す

る必要があることが分かる。直交梁の有無に関しては，

それによる差は僅かであった。FEM 解析結果と RC 規準

でスラブ有効幅を求めた計算結果を比較すると，架構剛 

性比（FEM 解析（直交梁あり）／計算）は 1.163～1.268 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

であり，計算結果は FEM 解析結果よりもやや低いもの

の，その差は僅かであり十分な算定精度を有することが

分かった。しかし，部材可撓長さに部材せいの 1／4 を加

算する計算手法において，さらに計算精度を向上させる

ため，新たなスラブ有効幅算定方法を検討することにし

た。 
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図－5 架構水平剛性算定時の 

可撓長さの検討 

図－4 接合部の剛域
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図－6 計算と FEM 解析による柱の水平力～頭部水平変位関係の比較 
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4. スラブ有効幅算定の提案手法 

4.1 提案手法の概要 

提案手法は，図－7 のように点 O をローラー支持と考

え，ここで受けた力が柱フェイス近傍では，柱に向かっ

て広がると考える。よって，スラブの力は，スパン中央

から柱フェイスにかけて三角形に広がると仮定する。す

なわち，この三角形の領域をスラブの曲げモーメントに

対する有効領域と考える。この時，力の広がりの角度は

θ＝45°を上限と仮定する。また，柱の幅から外れた領

域（同図の斜線部）の曲げモーメントは，柱側面スラブ

の捩り剛性によって柱に伝えられる。この際，柱側面の

スラブ部分においてスラブ材軸方向の曲げ剛性よりも直

交方向の捩り剛性が大きければ，その領域の曲げモーメ

ントは柱に伝達可能と考えた。つまり，この柱せい中心

位置の柱幅外の曲げモーメント伝達可能長さは，材軸方

向曲げ剛性と直交方向捩り剛性が等しいとすることによ

り，算定できる。この概念を図－8に示す。同図の は

ねじり率である。よって，捩り剛性 GJと曲げ剛性 EIが

一致する際のスラブ長さ ebs1 は，式(10)～(14)で表せる。 
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 上式中，Eはヤング係数，Iは断面二次モーメント，G

はせん断弾性係数，Jは捩り定数，。式(12)中，νはポアソ

ン比で，本提案手法では ν＝0.2 を用いる。ωは両側スラ

ブでは ω＝2，片側スラブでは ω＝1 である。 

また，柱せいが短い場合，図－9 に示すように，柱両

端スラブも協力すると考える。その際のスラブ長さ ebs2

は式(15)で表される。 
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 次に，前述にあるように，スラブの有効平面形状は三

角形となる。これでは，設計に用いる際，煩雑になるの

で，この三角形を等価な矩形に置換することにした。こ

れは，図－10のように，右端固定の両形状の梁において，

左端に集中力を載荷した場合の左端位置のたわみ量が一

致するように矩形形状梁幅を求めることにした。矩形形

状，三角形状梁のたわみ量は，それぞれ式(16)，(17)とな

る。 
3
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よって，先端のたわみ量が同じになる時の，三角形梁

の幅Bと矩形梁の幅Cとの関係式は，式(18)で表される。 
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3
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 式(18)の関係式から，本提案手法によるスラブ有効幅C

は式(19)で定義する。 
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4.2 提案手法の精度検証 

（1）架構剛性 

 3 章の FEM パラメトリック解析の結果を用いて提案

手法の精度検証を行った。その結果を図－11に示す。提

案手法の計算は，柱フェイス位置の有効長さを ebs1とし

た場合の算定も行った。基本的に提案手法による結果は

図中の黒の線である。 

また，提案式の有効幅を用いた架構水平変位の計算値

は RC 規準による有効幅の計算値に比べ，FEM 解析結果

と良好に対応することが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 対象架構 

図－9 柱側面の捩りに対する

スラブの協力幅 図－8 柱側面の捩れ抵抗の概念 図－10 三角形梁と矩形梁の定義 
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 （2）FEM 解析におけるスラブ上端材軸方向引張応力

度と有効幅の関係 

 図－12の赤枠で囲った部分（柱フェイス位置）のスラ

ブ上端材軸方向引張応力度の分布と有効幅との比較を図

－13に示す。縦軸が応力度，横軸がスラブ幅方向の柱芯

からの距離である。 

RC 規準による場合と RC 規準の元となる方法として

式(1)～(3)を用いた有効幅も示した。提案手法による有効

幅は，式(19)で求めた有効幅を柱フェイス位置での幅に

置換した際の有効幅（B＝3/2×C）である。これらの分布

を比較すると，RC 規準の有効幅は，元となる方法で算出

した有効幅に対して若干小さくなる傾向を示した。また，

提案手法による柱フェイス位置での有効幅と，この応力

度分布との関係性に関しては，今後，検討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

 鉄筋コンクリート造梁に対するスラブ有効幅の検討を

行った結果，以下の知見を得た。 

 1) RC 規準によってスラブ有効幅を算定した架構の

剛性は FEM 解析結果よりも概して小さかったが，

その差は僅かであった。 

 2) 提案手法によってスラブ有効幅を算定した架構の

剛性は FEM 解析結果と良好に対応した。 

 3) FEM 解析によるスラブ上端材軸方向引張応力度

分布と提案手法によるスラブ有効幅との関係性

は把握できなかった。 

 今後，スラブ応力度分布と有効幅との関係，塑性域に

おけるスラブ有効幅の検討を行いたい。 

 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

0 1 2 3 4 5 6

CASE7，8Q[kN]

R[×10-3rad]

FEM(直交梁有り）

FEM（直交梁無し）

計算値(RC規準）

提案法C（
e
b

s1
決定)

提案法C(L
0
/2決定)

図－11 提案手法と RC 規準及び FEM 解析結果の比較 
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